
○幸田町介護保険利用者負担軽減事業実施要綱 

平成１４年 

第２号 

改正 平成１５年第２２号 

平成１８年第３５号 

平成１９年第４７号 

平成１９年第６３号 

平成２０年第２号 

平成２１年第２２号 

平成２７年第２７号 

平成２８年第１１号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、居宅サービス等を利用した場合の利用者負担額を支払うことにより生計

を維持することが困難となる低所得者について、その利用者負担額の一部を助成することに

より、低所得者の負担の軽減、適正なサービス利用の促進及び福祉の増進を図るため実施す

る幸田町介護保険利用者負担軽減事業（以下「事業」という。）について必要な事項を定め

るものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 居宅サービス等 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第

８条第１項に規定する居宅サービス（特定施設入居者生活介護を除く。）及び同条第１４

項に規定する地域密着型サービス（認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居

者生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を除く。）並びに同法第８条

の２第１項に規定する介護予防サービス（介護予防特定施設入居者生活介護を除く。）及

び同条第１４項に規定する地域密着型介護予防サービス（介護予防認知症対応型共同生活

介護を除く。） 

（２） 居宅サービス等費用額 厚生労働大臣が定める基準により算出した各居宅サービス

等に係る費用の額 

（３） 利用者負担額 居宅サービス等費用額から法第４章第３節及び第４節で規定する市

町村が支給する介護給付又は予防給付の額を減じて得た額 

（４） 要介護被保険者等 幸田町介護保険の被保険者であって、かつ、法第１９条の規定

による要介護又は要支援の認定を受けたもの 

（５） 生計同一者 この事業により利用者負担額の軽減を受けようとする者（以下「軽減



対象者」という。）と生計を一にする者（軽減対象者の世帯に属する者） 

（６） 収入額 所得税法第９条第１項第３号イ及びロに規定する所得及び同法第２編第２

章第２節の各条に規定する所得において、同章の各条の規定により計算した控除額を控除

する前の額 

（７） 町民税等 幸田町税条例（昭和３０年幸田町条例第１号）に規定する町民税、固定

資産税及び軽自動車税並びに幸田町国民健康保険税条例（昭和３１年幸田町条例第８号）

に規定する国民健康保険税並びに幸田町介護保険条例（平成１２年幸田町条例第９号）に

規定する保険料 

（軽減対象者） 

第３条 この事業による軽減対象者は、次に掲げる全ての条件を満たす者とする。 

（１） 要介護被保険者等である者 

（２） 軽減対象者と生計同一者のすべての者について、居宅サービス等を利用した月が属

する年度（４月から７月までの利用については前年度）において市町村民税が非課税又は

免除されている場合 

（３） 居宅サービス等を利用した月が属する年の前年（１月から７月までの利用について

は前々年）における軽減対象者の収入額の合計が１２０万円以下の場合。この場合におい

て、生計同一者が複数の場合は、１人につき３５万円を加算した額とする。 

（４） 居宅サービス等を利用した月の属する年度の前年度及び前々年度において、軽減対

象者及び生計同一者のすべての者について、町民税等の滞納がないこと。ただし、納付の

意を持って分納、延納等の処理が、納税等を担当する部署との間で調整されている場合は、

滞納はないものとみなすことができる。 

（５） 軽減対象者が生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の適用による生活保護を受

けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項に掲げる複数の条件に該当し、かつ、町長がこの事業の適

用を受けることが必要であると認めた場合は、この事業の適用を受けることができる。 

（軽減資格認定） 

第４条 この事業の適用を受けようとするときは、次に掲げる書類を町長に提出し、軽減対象

者であることの認定（以下「軽減資格認定」という。）を受けなければならない。 

（１） 介護保険利用者負担軽減事業対象者資格認定申請書（様式第１号） 

（２） 介護保険利用者負担軽減に係る収入等申告書（様式第２号） 

（３） 収入額等を証する証書、預金通帳等の書類 

（４） 介護保険被保険者証 

２ 軽減資格認定に係る申請は、毎年７月末日までに行い、同年８月から翌年７月までの居宅



サービス等の利用者負担額を対象とした軽減資格認定をあらかじめ受けるものとする。 

３ 町長は、軽減資格認定の申請を受理したときは、その内容を審査し、その結果について介

護保険利用者負担軽減事業資格（決定・却下・喪失）通知書（様式第３号）により申請者に

通知すると共に、介護保険利用者負担軽減事業資格認定者台帳（様式第４号）に記載する。 

４ 第２項に定める期日までに軽減資格認定に係る申請が行えないときは、軽減資格認定の期

間を申請書が提出された月から翌年７月までとして前項に定める処理をする。 

５ 第２項及び前項に定める期間中に、軽減資格を喪失した場合は、様式第３号により軽減資

格認定を受けた者に対し、資格が喪失した旨の通知をする。 

（負担軽減金） 

第５条 この事業により交付される支給金（以下「負担軽減金」という。）の額は、軽減資格

認定を受けた軽減対象者が利用した居宅サービス等に係る利用者負担額に２分の１を乗じて

得た額とし、予算の範囲内において支給する。ただし、算出された額に１円未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てる。 

２ 障害者ホームヘルプサービス利用者に対する支援措置事業（「低所得者に対する介護保険

サービスに係る利用者負担額の減免措置の実施について」（平成１２年５月１日老発第４７

４号厚生省老人保健福祉局長通知））及び幸田町社会福祉法人等による生計困難者に対する

利用者負担軽減制度に係る実施要綱（平成１３年幸田町要綱第３号）の規定による軽減の適

用を現に受けることができる居宅サービス等に係る利用者負担額は、軽減の対象となる利用

者負担額から除く。 

３ 利用者負担額が、居宅サービス等費用額の１００分の１０を超える場合は、居宅サービス

等費用額の１００分の１０に相当する額を利用者負担額とする。ただし、法第５１条及び第

６１条の規定による高額介護サービス費並びに高額支援サービス費及び他制度から利用者負

担額についての給付を受けることができる場合は、その給付額を利用者負担額から減じて得

た額を利用者負担額とする。 

４ 法施行時の訪問介護利用者に対する利用者負担額軽減事業（低所得者に対する介護保険サ

ービスに係る利用者負担額の減免措置の実施について）の利用者負担額が、居宅サービス等

費用額の１００分の５を超え、１００分の１０に満たない場合は、居宅サービス等費用額の

１００分の５を超える額を負担軽減金の額とする。 

（支給申請） 

第６条 軽減資格認定を受けた軽減対象者が、負担軽減金の交付を受けようとするときは、介

護保険利用者負担軽減金支給申請書（様式第５号）を町長に提出する。 

（支給決定及び支給） 

第７条 町長は、前条に定める申請を受理したときは、その内容を審査し、その結果を介護保



険利用者負担軽減金支給決定（却下）通知書（様式第６号）により居宅サービス等が提供さ

れた月から起算して４月後の末日までに受給者に通知し、その通知に基づき軽減額を支給す

るものとする。 

２ 当該居宅サービス等に係る第５条第２項ただし書の規定による控除額の確定が、前項に規

定する通知の日以降になる場合は、同項の規定にかかわらず、通知の日をその控除額が確定

された月の翌月の末日とすることができる。 

（不正利得の返還） 

第８条 町長は、受給者が偽りその他不正の行為によりこの要綱に基づく軽減を受けたときは、

既に交付した負担軽減金の全部又は一部を返還させることができる。 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

２ 平成１４年４月分及び５月分の負担軽減金の支給については、第４条第２項に定める資格

認定申請の期限を平成１４年５月末日として審査し、支給することができる。 

附 則（平成１５年第２２号） 

この要綱は、平成１５年７月１日から施行する。 

附 則（平成１８年第３５号） 

この要綱は、平成１８年７月１日から施行する。 

附 則（平成１９年第４７号） 

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年第６３号） 

１ この要綱は、平成１９年６月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に軽減資格認定を受けている者は、この要綱の施行の日から１月間

は、第４条第２項の規定に関わらず、同条第１項に規定する軽減資格認定を受けた者とみな

す。 

附 則（平成２０年第２号） 

この要綱は、平成２０年１月４日から施行する。 

附 則（平成２１年第２２号） 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年第２７号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 



（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に改正前の第４条第２項の規定により軽減資格認定を受けている者

は、この要綱の施行の日から平成２７年７月３１日までの間は、改正後の第４条第２項の規

定にかかわらず、同条第１項に規定する軽減資格認定を受けた者とみなす。 

附 則（平成２８年第１１号） 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第７条関係） 

 


